
 

 

 

 

 

 

尾張東部地域 循環型社会形成推進地域計画 
 

 

瀬 戸 市 

尾張旭市 

長久手市 

尾張東部衛生組合 

令和５年 11 月 27 日 作成 

令和６年 11 月 28 日 変更 

 

  



 

目  次 
 

１． 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 ······························· 1 

(1) 対象地域 ···································································· 1 

(2) 計画期間 ···································································· 1 

(3) 基本的な方向 ································································ 1 

(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 ···································· 1 

(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 ························ 2 

２． 循環型社会形成推進のための現状と目標 ··········································· 3 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 ···················································· 3 

(2) 一般廃棄物等の処理の目標 ···················································· 4 

３． 施策の内容 ····································································· 7 

(1) 発生抑制、再使用の推進 ······················································ 7 

(2) 処理体制 ··································································· 10 

(3) 処理施設の整備 ····························································· 12 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 ··············································· 13 

(5) その他の施策 ······························································· 13 

４． 計画のフォローアップと事後評価 ················································ 14 

(1) 計画のフォローアップ ······················································· 14 

(2) 事後評価及び計画の見直し ··················································· 14 

 

様式１ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥15 

様式２ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥17 

参考資料様式１ 施設概要（マテリアルリサイクル施設系）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥18 

参考資料様式２ 施設概要（エネルギー回収施設系）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥19 

参考資料様式８ 計画支援概要‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥20 

（添付資料１）対象地域図‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥22 

（添付資料２）トレンドグラフ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥23 

（添付資料３）地域のハザードマップ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥26 

（添付資料４）国土強靭化地域計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥28 

 



- 1 - 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 
 

(1) 対象地域 

組合市町村名  瀬戸市、尾張旭市及び長久手市 

面    積  153.98 km2 

人    口  272,474 人 

  

(2) 計画期間 

本計画は、令和６年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの６年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すもの

とする。 

 

(3) 基本的な方向 

本計画の対象地域は、尾張東部衛生組合（以下「組合」という。）の処理対象区域である愛知

県内の瀬戸市、尾張旭市及び長久手市の３市（以下「組合市」という。）である。 

生活系ごみは、令和元年度に消費税の増税に伴って一時増加したが、それ以降は減少傾向に

ある。しかし、平成 30年度と令和４年度の１人１日あたり排出量を比べた減少率は 1.3％程度

に留まっている。一方、資源物の回収量もペーパーレス化やリユース商品の普及などにより資

源となるもの自体が減った影響などもあり、減少傾向にある。今後、住民への広報啓発の強化

により、さらなる発生抑制を目指すとともに、再商品化されずに処理される資源の分別徹底を

推進し、資源物回収量の増加を図る。また、令和４年度に施行された「プラスチックに係る資

源循環の促進等に関する法律」に対応した資源分別の見直しも実施する。 

事業系ごみは、事業活動が比較的盛んな地域のため、コロナ禍の令和２年度には一時的に減

少したものの、以降は微増傾向にある。今後、さらなる発生抑制及び再生利用を推進するため、

事業者に対して情報提供や指導啓発を積極的に行い、事業者自らによる適正な分別、資源化を

推進する。 

以上の取組により地域全体の発生抑制及び再生利用を推進し、適正な廃棄物の処理及びリサ

イクル体制を構築することで循環型社会の形成を図る。 

 

(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

愛知県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町村の意見

を基に「愛知県ごみ処理広域化・集約化計画（2021 年度～2030 年度）」（令和３年 11 月）を策

定している。その中で尾張東部地域は、尾張東部・尾三ブロックと位置づけられ、施設整備の

方向性として令和 15（2033）年度以降を目安に尾張東部衛生組合晴丘センターごみ焼却施設と

尾三衛生組合東郷美化センターを統合し、焼却処理必要能力が 300ｔ/日以上となる１施設によ

る処理体制を目指すこととしている。（表 1、表 2参照） 

（内訳）

瀬戸市 尾張旭市 長久手市 計

面積 km2 111.40 21.03 21.55 153.98

人口 人 127,882 83,822 60,770 272,474 

市名

 資料：面積は「令和５年全国都道府県市区町村別面積調（１月１日時点）」（国土交通省国土地理院）

　　　人口は組合市提供数値（瀬戸市及び長久手市は令和５年４月１日付、尾張旭市は令和５年３月31日付）
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表 1 尾張東部・尾三ブロックの焼却施設概要 
 

組合名  尾張東部衛生組合  尾三衛生組合  
施設名称  晴丘センターごみ焼却施設  東郷美化センター  
所在地  尾張旭市晴丘町東 33 番地の１  東郷町大字諸輪字百々51 番地 23  
組合市  瀬戸市、尾張旭市、長久手市  日進市、みよし市、東郷町  
施設規模  300ｔ/日  200ｔ/日  
供用開始  平成４（1992）年度  平成９（1997）年度  

 

表 2 尾張東部・尾三ブロックの施設整備の方向性 
 

 
抜粋：「愛知県ごみ処理広域化・集約化計画（2021 年度～2030 年度）」（令和３年 11 月）ｐ42  

 

「尾張東部・尾三地域広域化ブロックごみ処理における広域化計画」（令和３年３月）におい

ても、集約１施設とすることを検討した結果、両既存施設敷地では集約して１施設を建設でき

る面積が不足している点、両既存施設の延命化目標年度終了までの期間が約 10 年しかない点、

更なる延命化は技術的に困難である点から、次期施設整備時は両組合が単独で新施設を建設し、

令和 44 年度に集約１施設とすることを目指す方針としている。 

晴丘センターごみ焼却施設では、令和４年に竣工後 30年を迎えるにあたり、主要な設備・機

器の劣化や老朽化が進行していることから、令和 13 年度までの延命化を目標に令和元年度から

令和４年度にかけてごみ焼却施設の基幹的設備改良工事を実施した。 

 

(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

現在、プラスチック製容器包装については、全組合市において、分別収集を行い、再商品化

を実施している。今後は、適切な分別の実施を各組合市広報誌等により、住民に対し広く周知

を行い、プラスチック製容器包装の再商品化を推進することで、ごみとして処理されるプラス

チック使用製品廃棄物削減を推進する。 

また、令和 11 年度までにプラスチック製容器包装に加えて、プラスチック製品の分別収集及

び再商品化を実施するため、再商品化事業者を選定し、再商品化計画を策定する。再商品化事

業者の選定にあたっては、公益財団法人日本容器包装リサイクル協会登録再生処理事業者に限

らず、その他の再生処理事業者も含めて幅広く情報収集を行い、より適切な事業者の選定を図

る。指定ごみ袋制は継続し、「プラスチック資源」（プラスチック製品＋プラスチック製容器包

装）の区分を新設し、さらなるプラスチック使用製品廃棄物の再商品化を推進する。プラスチ

ック製品として収集する品目や基準については、今後検討していく。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 
 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和４年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1のとおりである。 

なお、晴丘センターではごみ焼却熱を利用した発電をしており、発電した電気は晴丘センタ

ーの所内電力として使用し、余剰分の電力は民間電気事業者へ売却している。また、発電以外

の余熱利用として、場内の冷暖房や場外へ蒸気売却も行っている。 

 

  

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

  

図 1 補足 瀬戸市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

10,311ｔ 865ｔ

13.1％ 処理残渣量 1.1％

9,185ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.6％ 処理後最終処分量

78,861ｔ 68,550ｔ 8,320ｔ

100.0％ 86.9％ 減量化量 10.6％

59,365ｔ

自家処理量 直接最終処分量 75.3％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 8,320ｔ

0.0％ 0.0％ 10.6％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

2,853ｔ 14,029ｔ

78,861ｔ

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

4,896ｔ 432ｔ

12.9％ 処理残渣量 1.1％

4,455ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.7％ 処理後最終処分量

37,949ｔ 33,053ｔ 4,023ｔ

100.0％ 87.1％ 減量化量 10.6％

28,598ｔ

自家処理量 直接最終処分量 75.4％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 4,023ｔ

0.0％ 0.0％ 10.6％

※端数処理により、割合・合計が合わない場合がある。

980ｔ 6,308ｔ

37,949ｔ
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図 1 補足 尾張旭市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

  

図 1 補足 長久手市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

(2) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中は、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 3 のとおり目

標量を定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

  

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,800ｔ 261ｔ

12.1％ 処理残渣量 1.1％

2,723ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.8％ 処理後最終処分量

23,069ｔ 20,269ｔ 2,462ｔ

100.0％ 87.9％ 減量化量 10.7％

17,546ｔ

自家処理量 直接最終処分量 76.1％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 2,462ｔ

0.0％ 0.0％ 10.7％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

1,873ｔ 4,934ｔ

23,069ｔ

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,615ｔ 172ｔ

14.7％ 処理残渣量 1.0％

2,007ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.2％ 処理後最終処分量

17,843ｔ 15,228ｔ 1,835ｔ

100.0％ 85.3％ 減量化量 10.3％

13,221ｔ

自家処理量 直接最終処分量 74.1％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 1,835ｔ

0.0％ 0.0％ 10.3％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

0ｔ 2,787ｔ

17,843ｔ
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表 3 減量化、再生利用に関する現状と目標

表 3 補足 市ごとの減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

事業系　　総排出量 15,474 ｔ 14,312 ｔ (-7.5％)

　　　　　１事業所当たりの排出量
※2 1.75 ｔ/事業所 1.62 ｔ/事業所 (-7.4％)

排 出 量 生活系　　総排出量 63,387 ｔ 58,135 ｔ (-8.3％)

　　　　　１人当たりの排出量
※3 194.8 ㎏/人 166.8 ㎏/人 (-14.4％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 78,861 ｔ 72,447 ｔ (-8.1％)

再生利用量 直接資源化量 10,311 ｔ (13.1％) 12,809 ｔ (17.7％)

総資源化量 14,029 ｔ (17.2％) 16,470 ｔ (21.9％)

11,462 MWh 9,948 MWh

62,155 GJ 53,941 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 8,320 ｔ (10.6％) 7,289 ｔ (10.1％)

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

エネルギー
回　収　量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

指      　標
現　　状 (割合

※1
) 目　　標 (割合

※1
)

(令和4年度) (令和12年度)

 ※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回
 　　収量に対する割合

 ※２　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）
 ※３　（１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）
《用語の定義》
　排　出　量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：ｔ〕

　総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：ｔ〕
　エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕
　最終処分量：埋立処分された量〔単位：ｔ〕

瀬 戸 市 事業系　　総排出量 6,612 ｔ 5,990 ｔ (-9.4％)

　　　　　１事業所当たりの排出量 1.51 ｔ/事業所 1.37 ｔ/事業所 (-9.3％)

排 出 量 生活系　　総排出量 31,337 ｔ 28,396 ｔ (-9.4％)

　　　　　１人当たりの排出量 206.8 ㎏/人 173.3 ㎏/人 (-16.2％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 37,949 ｔ 34,386 ｔ (-9.4％)

再生利用量 直接資源化量 4,896 ｔ (12.9％) 6,814 ｔ (19.8％)

総資源化量 6,308 ｔ (16.2％) 8,182 ｔ (23.1％)

5,522 MWh 4,595 MWh

29,944 GJ 24,917 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 4,023 ｔ (10.6％) 3,379 ｔ (9.8％)

尾張旭市 事業系　　総排出量 4,366 ｔ 4,088 ｔ (-6.4％)

　　　　　１事業所当たりの排出量 1.74 ｔ/事業所 1.63 ｔ/事業所 (-6.3％)

排 出 量 生活系　　総排出量 18,703 ｔ 17,068 ｔ (-8.7％)

　　　　　１人当たりの排出量 189.7 ㎏/人 163.6 ㎏/人 (-13.8％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 23,069 ｔ 21,156 ｔ (-8.3％)

再生利用量 直接資源化量 2,800 ｔ (12.1％) 3,396 ｔ (16.1％)

総資源化量 4,934 ｔ (19.8％) 5,521 ｔ (24.0％)

3,388 MWh 2,957 MWh

18,370 GJ 16,032 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 2,462 ｔ (10.7％) 2,181 ｔ (10.3％)

長久手市 事業系　　総排出量 4,496 ｔ 4,234 ｔ (-5.8％)

　　　　　１事業所当たりの排出量 2.30 ｔ/事業所 2.17 ｔ/事業所 (-5.7％)

排 出 量 生活系　　総排出量 13,347 ｔ 12,671 ｔ (-5.1％)

　　　　　１人当たりの排出量 176.6 ㎏/人 158.4 ㎏/人 (-10.3％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 17,843 ｔ 16,905 ｔ (-5.3％)

再生利用量 直接資源化量 2,615 ｔ (14.7％) 2,599 ｔ (15.4％)

総資源化量 2,787 ｔ (15.6％) 2,767 ｔ (16.4％)

2,553 MWh 2,396 MWh

13,842 GJ 12,992 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 1,835 ｔ (10.3％) 1,729 ｔ (10.2％)

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

指      　標
現　　状 (割合) 目　　標 (割合)

(令和4年度) (令和12年度)

エネルギー
回　収　量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

エネルギー
回　収　量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

エネルギー
回　収　量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）
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図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 12年度） 

 

  

図 2 補足 瀬戸市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 12年度） 

 

  

図 2 補足 尾張旭市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 12 年度） 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

12,809ｔ 827ｔ

17.7％ 処理残渣量 1.1％

8,116ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.2％ 処理後最終処分量

72,447ｔ 59,638ｔ 7,289ｔ

100.0％ 82.3％ 減量化量 10.1％

51,522ｔ

自家処理量 直接最終処分量 71.1％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 7,289ｔ

0.0％ 0.0％ 10.1％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

2,834ｔ 16,470ｔ

72,447ｔ

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

6,814ｔ 395ｔ

19.8％ 処理残渣量 1.1％

3,774ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.0％ 処理後最終処分量

34,386ｔ 27,572ｔ 3,379ｔ

100.0％ 80.2％ 減量化量 9.8％

23,798ｔ

自家処理量 直接最終処分量 69.2％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 3,379ｔ

0.0％ 0.0％ 9.8％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

973ｔ 8,182ｔ

34,386ｔ

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

3,396ｔ 264ｔ

16.1％ 処理残渣量 1.2％

2,445ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.6％ 処理後最終処分量

21,156ｔ 17,760ｔ 2,181ｔ

100.0％ 83.9％ 減量化量 10.3％

15,315ｔ

自家処理量 直接最終処分量 72.4％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 2,181ｔ

0.0％ 0.0％ 10.3％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

1,861ｔ 5,521ｔ

21,156ｔ
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図 2 補足 長久手市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 12 年度） 

 

３．施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 

組合市ごとに、ごみ減量状況に応じて、有料化の検討及び導入を進めており、今後も継続

する。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 

 

 

 

イ 生ごみの発生抑制 

生活系ごみの中で重量の多くを占めている生ごみの発生抑制に努める。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,599ｔ 168ｔ

15.4％ 処理残渣量 1.0％

1,897ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 11.2％ 処理後最終処分量

16,905ｔ 14,306ｔ 1,729ｔ

100.0％ 84.6％ 減量化量 10.2％

12,409ｔ

自家処理量 直接最終処分量 73.4％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 1,729ｔ

0.0％ 0.0％ 10.2％

 ※端数処理により割合・合計が合わない場合がある。

16,905ｔ

0ｔ 2,767ｔ

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市

　事業系ごみは、現在、処理施設への搬
入時に従量制で処理料金を徴収してい
る。
　生活系ごみは、指定袋（処理費含む）
による収集を行っている。指定袋は、小
売店で委託販売し、処理費は前納方式で
徴収している。

事業系ごみ処理手数料の継続
　今後も従量制による処理料金の徴収を継続し、ごみ減量
意識の向上を推進する。
生活系ごみ処理費用有料化制度の継続
　ごみの減量を目指し、制度の内容の効果を点検し、処理
手数料額を踏まえた制度の内容を改善する。

尾張旭市

　事業系ごみは、現在、処理施設への搬
入時に従量制で処理料金を徴収してい
る。
　生活系ごみは、平成30年度に燃えるご
み有料化の検討を行ったが、従来及び新
施策の取組によりごみ減量を図ることと
し、有料化は行わないと判断し、現在は
指定袋（処理費含まず）による収集を
行っている。

事業系ごみ処理手数料の継続
　今後も従量制による処理料金の徴収を継続し、ごみ減量
意識の向上を推進する。
燃えるごみ有料化導入の検討
　ごみの減量状況に応じて適宜、有料化の導入について検
討・判断を行う。

長久手市

　事業系ごみは、現在、処理施設への搬
入時に従量制で処理料金を徴収してい
る。
　生活系ごみは、指定袋（処理費含む）
による収集を行っている。指定袋は、小
売店で委託販売し、処理費は前納方式で
徴収している。

事業系ごみ処理手数料の継続
　今後も従量制による処理料金の徴収を継続し、ごみ減量
意識の向上を推進する。
生活系ごみ処理費用有料化制度の継続
　ごみの減量状況に応じて処理費の見直しを検討する。



- 8 - 

 

 

ウ 環境教育、普及啓発、助成 

① 環境教育 

ごみ減量・資源化に向け、環境教育・環境学習機会等の創出、具体的には小学生や住民を

対象とした施設見学会、ごみの排出抑制やリサイクルに関する出前講座、住民参加型のイベ

ントの開催など、環境教育を推進していく。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 
 

 

 

 

 

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市

　生ごみの水切りアイデア募集、環境に
やさしい料理教室の開催、食品ロス削減
に関する事業所視察等を実施している。

食品ロス・生ごみ削減の推進
　生ごみの｢３キリ運動｣を推奨し、生ごみ減量に向けた意
識の向上を推進する。
　エコ・クッキングを推進する。
　フードバンクやフードドライブなどの活動を紹介する。
　未利用食品の廃棄削減に向けた啓発に努める。
　30・10運動の啓発に努める。

尾張旭市

　10月の食ロス削減月間に、広報誌の啓
発記事を掲載している。
　フードドライブ事業（年2回1週間ず
つ）の実施している。
　エコ・クッキングの推進、エコライフ
の事例紹介、県が作成した食品ロス啓発
資材の設置による啓発を実施している。

生ごみの資源化、分別収集について研究
食品ロス削減の推進
　10月の食ロス削減月間に、広報誌の啓発記事を掲載する
など、情報提供、周知、啓発を実施し、意識の向上を推進
する。
　フードドライブ事業（年2回1週間ずつ）を実施する。
　商工会と連携した働きかけを行う。
　エコ・クッキングを推進する。
　3きり運動を推進する。
　未利用食品の廃棄削減に向けた啓発に努める。
　30・10運動の啓発に努める。
　てまえどりの促進に向けた啓発に務める。
　ばら売り、量り売りの促進に向けた啓発に務める。

長久手市

　水切りキャンペーンの実施、エコクッ
キングの普及・啓発を実施している。社
会福祉協議会が実施するフードドライブ
事業を支援している。

食品ロス削減の推進
　10月の食ロス削減月間に、広報誌の啓発記事を掲載する
など、情報提供、周知、啓発を実施し、意識の向上を推進
する。
　社会福祉協議会が実施するフードドライブ事業を支援す
る。
　エコ・クッキングを推進する。
　3きり運動を推進する。
　未利用食品の廃棄削減に向けた啓発に努める。
　30・10運動の啓発に努める。
　てまえどりの促進に向けた啓発に務める。
　ばら売り、量り売りの促進に向けた啓発に務める。

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市

　施設見学会、出前講座の実施、「環境
ひろば」の開設、「せと環境塾」におけ
るごみに関するバスツアー等による環境
学習を実施している。

環境教育の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、環境に配慮した
暮らし方を普及させるため、環境教育の充実及び人材育成
の場の提供を実施する。

尾張旭市

　施設見学会、リサイクル学習展示広場
の充実、保育園の堆肥化事業、食育支
援、保育園・小学校での出前講座を実施
している。

環境教育の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、若い世代にも取
り組んでいただくよう、リサイクルに関する講座を実施す
る。

長久手市

　施設見学会、エコハウスでの職場体
験、ごみ資源分別出前講座を実施してい
る。

環境教育の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、水やペットボト
ル、リサイクルに関する環境学習を実施する。
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② ごみ減量・分別に関する普及啓発 

資源物の分別や食品ロスの削減について、情報提供や周知啓発の強化を行っていく。ごみ

への関心が低い層等への効果的な発信方法等の検討を行う。具体的には、広報誌やごみの出

し方パンフレット等の活用の充実、また、ＩＣＴ（情報通信技術）の更なる活用のため、Ｓ

ＮＳやごみ分別アプリなど電子媒体を活用した情報発信強化に向けた取組を進める等、組合

市ごとに状況に合わせ、取組を行っていく。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 

 

 

 

③ 助成 

全組合市では、既存の助成制度を継続しごみ減量、分別に努める。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 

 

 

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市

　ごみ・資源物の収集カレンダー、広報
せと、市ホームページ、行政情報番組、
チラシ、ポスター掲示を活用して情報を
提供している。
　「せとまちアプリ」によるごみ出し日
プッシュ通知、ごみ出しアプリ「さんあ
～る」の運用を実施している。
　動画やLINEを活用した情報提供を実施
している。
　ごみ収集車の車両側面を活用した啓発
を実施している。

啓発の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、ごみの現状だけ
でなく、地球環境問題の状況などについて、新しい方法の
検討を含め、さまざまな媒体を使用しながら若年層や高齢
者、外国人も含めて住民にわかりやすく情報提供し、ごみ
の減量化の意識の向上を図る。
新たな資源物分別品目の検討・周知
　プラスチック資源の分別検討・周知を実施する。

尾張旭市

　ごみ出しカレンダー、ごみの出し方の
配布、市ホームページを活用し情報を提
供している。
　ごみ出しアプリを運用を実施してい
る。
　毎月、ごみ減量通信を出している。

啓発の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、ごみの出し方、
ごみの減量化及び分別方法などについて、さまざまな媒体
を使用しながら外国人も含めて住民にわかりやすく情報提
供し、ごみの減量化の意識の向上を図る。
新たな資源物分別品目の検討・周知
　プラスチック資源、剪定枝の分別検討・周知を実施す
る。

長久手市

　カレンダー、資源とごみの分別ガイド
ブックの配布、広報ながくて、市ホーム
ページ、環境かわら版を活用し情報を提
供している。

啓発の充実
　既存施策を継続、充実させるとともに、ごみの出し方、
ごみの減量化及び分別方法などについて、広報ながくて特
記記事やながくてごみ減量化通信など、さまざまな媒体を
使用しながら外国人も含めて住民に、わかりやすく情報提
供し、ごみの減量化の意識の向上を図る。
新たな資源物分別品目の検討・周知
　プラスチック資源、剪定枝の分別検討・周知を実施す
る。

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市

　生ごみ処理機等の購入費補助を実施し
ている。
　また、資源の回収を促進するため、自
主的に資源回収活動を行う団体に奨励金
を交付している。

助成制度の継続
　今後も両制度を継続し、ごみの排出抑制・資源化を図
る。

尾張旭市

　生ごみ処理機等の購入費補助を実施し
ている。
　また、資源の回収を促進するため、自
主的に資源回収活動を行う団体に奨励金
を交付している。

助成制度の継続
　今後も両制度を継続し、ごみの排出抑制・資源化を図
る。

長久手市
　生ごみ処理機等の購入費補助を実施し
ている。

助成制度の継続
　今後も生ごみ処理機等の購入費補助を継続し、ごみの排
出抑制を図る。
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エ マイバッグ運動・レジ袋対策 

全組合市では、既存施策を継続し更なる排出抑制に向け、過剰包装の自粛、繰り返し使え

る製品の使用等、住民の消費行動の見直しを促進する情報発信・広報啓発を行っていく。 

組合市の既存及び継続・新規の施策は以下に示すとおりとする。 

 

 

 

(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 4のとおりである。 

現在、可燃ごみは晴丘センターごみ焼却施設で、不燃ごみ及び粗大ごみは晴丘センター粗

大ごみ処理施設で処理している。処理後の焼却残渣及び不燃性破砕残渣等は、本組合一般廃

棄物最終処分場及び公益財団法人愛知臨海環境整備センター（ＡＳＥＣ）で埋立処分してい

る。 

今後、資源物において、尾張旭市及び長久手市では、剪定枝の資源化を検討する（瀬戸市

は実施済）。また、全組合市で実施中のプラスチック製容器包装に加えて、プラスチック製品

の分別収集を令和 11 年度までに開始する。 

施設に関しては、新たなごみ処理施設を整備し、資源の再生利用やエネルギーの高効率回

収・有効利用の促進を図る。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

現在は、事業者自らまたは事業者が一般廃棄物収集運搬許可業者と契約して晴丘センター

へ搬入し、同センターで適正処理を行っている。引き続き、適正なごみの排出方法について

情報提供を行うとともに、ごみの減量化に努めるよう指導を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合市 既存施策 継続・新規施策

瀬戸市
　マイバッグ持参によるレジ袋の削減を
推進している。

マイバッグ運動・レジ袋対策の継続
　今後も排出抑制に向け、既存施策を継続する。

尾張旭市
　マイバッグ持参によるレジ袋の削減を
推進している。

マイバッグ運動・レジ袋対策の継続
　今後も排出抑制に向け、既存施策を継続する。

長久手市

　｢ゼロカーボンシティ宣言｣の表明に伴
い、カーボンニュートラル施策の推進に
合わせて、マイバッグ持参によるレジ袋
の削減を推進している。

マイバッグ運動・レジ袋対策の継続
　今後も排出抑制に向け、既存施策を継続する。
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表 4 組合市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

瀬戸市

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(紙類) リサイクル 資源化 委託 (紙類) リサイクル 資源化 委託

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(不燃物)□

一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(不燃物)□

一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(資源物)□
委託

(資源物)□
委託

びん びん

缶類 缶類

ペットボトル ペットボトル

紙類 紙類

古布 古布

プラスチック製

容器包装
プラスチック資源

剪定枝・草・竹 剪定枝・草・竹

ペットボトル
キャップ

ペットボトル
キャップ

廃油 廃油

小型家電 小型家電

金属製調理器具 金属製調理器具

乾電池･二次電池 乾電池･二次電池

羽毛ふとん 羽毛ふとん

委託

不燃ごみ

粗大ごみ

資
源
物

リサイクル 再資源化

現　状（令和４年度） 今　後（令和12年度）

処理方法
処理施設等処理施設等

分別区分分別区分 処理方法

可燃ごみ 可燃ごみ

不燃ごみ

粗大ごみ

晴丘センター
（粗大ごみ処理施設）

破砕選別
晴丘センター

（粗大ごみ処理施設）
破砕選別

リサイクル 再資源化 委託
資
源
物

尾張旭市

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□

一般廃棄物
最終処分場

 又は
ＡＳＥＣ

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□

一般廃棄物
最終処分場

 又は
ＡＳＥＣ

(紙類) リサイクル 資源化 委託 (紙類) リサイクル 資源化 委託

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(不燃物)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(不燃物)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(資源物)□
委託

(資源物)□
委託

びん びん

かん かん

古紙類 古紙類

ペットボトル ペットボトル

プラスチック製
容器包装

プラスチック資源

スプレー缶類 スプレー缶類

充電式電池等 充電式電池等

使用済乾電池 使用済乾電池

小型家電 小型家電

古着類 古着類

食用油 食用油

牛乳パック 牛乳パック

剪定枝

可燃ごみ

分別区分 処理方法

現　状（令和４年度）

処理施設等

不燃ごみ

粗大ごみ

破砕選別
晴丘センター

（粗大ごみ処理施設）

晴丘センター
（粗大ごみ処理施設）

不燃ごみ

粗大ごみ

破砕選別

リサイクル 委託

資

源
物

再資源化 リサイクル 再資源化 委託

可燃ごみ

資

源
物

今　後（令和12年度）

分別区分 処理方法
処理施設等
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表 4 組合市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

(3) 処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 5 のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 5 整備する処理施設 
 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名  

事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化 
プラ要件化 
経過措置の 
適用事業 

１ 

リサイクルセンター 
 
(仮称)尾張東部衛生組合 
新不燃ごみ・粗大ごみ 

処理施設 

尾張東部地域マテ 
リアルリサイクル 
推進施設整備事業 

 21ｔ/日 尾張旭市 
（R12～
R15） 

 
長久手市 

国土強靱化 

地域計画 

― 

２ 

ごみ焼却施設 
 
(仮称)尾張東部衛生組合 

新可燃ごみ処理施設  

尾張東部地域エネ 
ルギー回収型廃棄 
物処理施設整備事 

業      

240ｔ/日 尾張旭市 
（R12～
R15） 

 
長久手市 

国土強靱化 

地域計画  

 ― 

（整備理由） 

事業番号１ 既存施設の老朽化、不燃・粗大ごみ中の資源の再生利用の促進 

事業番号２ 既存焼却施設の老朽化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進 

 

 

 

長久手市

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□
一般廃棄物
最終処分場

 又は
ＡＳＥＣ

焼却
(熱回収)

発電
晴丘センター

（ごみ焼却施設）

(焼却灰)□
一般廃棄物
最終処分場

 又は
ＡＳＥＣ

(紙類) リサイクル 資源化 委託 (紙類) リサイクル 資源化 委託

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(可燃物)□
晴丘センター

(ごみ焼却施設)

(不燃物)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(不燃物)□
一般廃棄物
最終処分場

又は
ＡＳＥＣ

(資源物)□
委託

(資源物)□
委託

びん びん

かん かん

古紙 古紙

古着・古布 古着・古布

ペットボトル ペットボトル

廃天ぷら油 廃天ぷら油

スプレー缶 スプレー缶

廃乾電池･二次電池 廃乾電池･二次電池

インクカートリッジ インクカートリッジ

小型家電 小型家電

プラスチック製
容器包装

プラスチック資源

金属製調理器具 金属製調理器具

羽毛ふとん 羽毛ふとん

剪定枝

可燃ごみ 可燃ごみ

晴丘センター
（粗大ごみ処理施設）

破砕選別

現　状（令和４年度） 今　後（令和12年度）

分別区分

不燃ごみ

粗大ごみ

委託

処理方法
処理施設等

分別区分 処理方法
処理施設等

リサイクル 再資源化
資
源
物

破砕選別
不燃ごみ

粗大ごみ

晴丘センター
（粗大ごみ処理施設）

資
源
物

リサイクル 再資源化 委託
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

(3)の施設整備に先立ち、表 6のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 6 実施する計画支援事業 
 
事業 
番号 

事 業 名 事業内容 事業期間 
プラ要件化 
経過措置の 
適用事業 

１ 

・ 

２ 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る基本計画 

施設条件の設定 
配置計画 

R6～ 
R7 

― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る測量・地質調査 

測量・地質調査 R8 ― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る土壌汚染調査 

土壌汚染調査 R8 ― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る基本設計 

設備条件の設定 
見積仕様書作成 

R8～ 
R9 

― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る環境影響調査 

環境影響調査 
R6～
R11 

― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る PFI 等導入可能性調査 

PFI 等導入可能性 
調査 

R9 ― 

尾張東部地域マテリアルリサイクル推進施設整備（事業番号
１）及び尾張東部地域エネルギー回収型廃棄物処理施設整備
（事業番号２）に係る工事発注支援 

工事発注支援 
R10～
R11 

― 

 

(5) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、組合市及び組合では次の施策を実施していく。 

 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

尾張東部衛生組合新可燃ごみ処理施設(予定)整備において、焼却施設とした場合は、焼却

灰などを溶融処理、セメント原料化、焼成処理などで資源原料などの有効利用を検討する。

溶融施設とした場合には、溶融物の土木資材などの有効利用を検討する。 

 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

家電リサイクル法及び小型家電リサイクル法に基づき、適切な回収、再商品化がなされる

よう、宅配回収を行っている民間企業とも協力して、普及啓発を行うなど、組合市ごとに状

況に合わせた取組を行っていく。 

また、尾張旭市では、現在、小型家電を拠点回収しているが、ステーション回収への変更

を検討する。 

 

ウ 不法投棄対策 

関係行政機関との連携や住民ボランティアによる環境パトロールの協力を得ながら、廃棄

物の不法投棄に対する監視・指導の強化に努める。違法行為には厳正な対応を検討していく。 
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不法投棄、ポイ捨ての現状を把握し、啓発看板や防犯カメラの設置など防止対策に努める。 

また、投棄されにくい環境づくりにも取り組み、組合市ごとに状況に合わせた取組を行っ

ていく。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

組合市ごとに策定した災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害時に発生する廃棄物を早期かつ

適正に処理するため、地域内及び周辺地域との連携体制を構築する。また、民間業者・住民

との協力体制を構築していく。 

被害が甚大で市単独で適切な処理ができない場合は、現在締結している広域協定に基づき、

周辺市町村及び愛知県下において広域的処理体制を確保する。 

〔現在締結済の協定〕 

・災害時の一般廃棄物処理及び下水道に係る相互応援に関する協定書 

（愛知県内の市町村及び一部事務組合） 

・尾張部清掃工場連絡会議ごみ処理相互応援に関する協定書 

 （春日井市、稲沢市、江南丹羽環境管理組合、尾張東部衛生組合、尾三衛生組合、小牧岩

倉衛生組合、犬山市、海部地区環境事務組合、一宮市、名古屋市） 
 

仮置場及び最終処分場の候補地を以下に示す。 

 

 仮置場 最終処分場 

瀬戸市  
窯神グラウンド、市民公園、文化センター駐車場、白山町

１丁目学校用地  
北丘最終処分場 

尾張旭市  

〔一次仮置場候補地〕 

印場中央公園、本地ヶ原公園、大塚公園、晴丘運動広場、

他 38 施設 

〔二次仮置場候補地〕 

南グラウンド、城山野球場、旭ヶ丘運動広場、他３施設  

北丘最終処分場 

長久手市 市民野球場、卯塚緑地公園 北丘最終処分場 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

組合市及び組合は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、愛知県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 

１ 地域の概要 

 

 
 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

 

 

 

 

 

 

(1)地域名  尾張東部地域 (2)地域内人口  272,474 人 (3)地域面積  153.98 ㎞2

(4)構成市町村等名  瀬戸市、尾張旭市、長久手市、尾張東部衛生組合 (5)地域の要件

 組合を構成する市町村：瀬戸市、尾張旭市、長久手市 設立(予定)年月日：昭和39年　４月　27日設立

 設立されていない場合、今後の見通し：－

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
   含まれる場合、当該組合の状況

指標・単位 年

事業系　総排出量 ｔ 15,752 16,280 14,920 15,339 15,474 14,312 (Ｒ４比 -7.5％)

　　　　１事業所当たりの排出量 ｔ/事業所 1.75 1.82 1.68 1.73 1.75 1.62 (Ｒ４比 -7.4％)

排 出 量 生活系　総排出量 ｔ 64,041 68,224 67,610 66,015 63,387 58,135 (Ｒ４比 -8.3％)

　　　　１人当たりの排出量 ㎏/人 197.4 207.7 207.7 202.7 194.8 166.8 (Ｒ４比 -14.4％)

合　計　事業系生活系の総排出量合計 ｔ 79,793 84,504 82,530 81,354 78,861 72,447 (Ｒ４比 -8.1％)

直接資源化量 ｔ 10,416 (13.1％) 11,582 (13.7％) 10,864 (13.2％) 10,735 (13.2％) 10,311 (13.1％) 12,809 (17.7％)

総資源化量 ｔ 16,004 (19.0％) 16,983 (19.1％) 16,066 (18.6％) 15,285 (18.0％) 14,029 (17.2％) 16,470 (21.9％)

ＭＷＨ 12,299 12,116 10,512 11,460 11,462 9,948

ＧJ 30,863 30,863 62,525 39,892 62,155 53,941

最終処 分量 埋立最終処分量 ｔ 9,263 (11.6％) 9,332 (11.0％) 9,371 (11.4％) 8,449 (10.4％) 8,320 (10.6％) 7,289 (10.1％)

 注）端数処理の関係により収支が一致しない場合がある。

過去の状況・現状 (排出量等に対する割合) 目　　標

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和12年度

集計中

再生利用量 集計中

ｴﾈﾙｷﾞｰ回収量
エネルギー回収量（年間の発電電力
量及び熱利用量）

－

－

集計中

-
 
1
5
 
- 
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３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

(1) 現有施設リスト 

  

 

 

 

 

 

 

 

(2) 更新(改良)・新設施設リスト 

 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式
処理能力
(単位)

竣工予定
年月

更新(改良)・
新設理由

廃焼却施設解体の有無
（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手(予定)年月
完了(予定)年月

想定される浸水深と対策

プラスチック
再商品化を実
施するための

施設整備事業

備考

ごみ焼却施設
尾張東部衛生組合

新可燃ごみ処理施設
(予定)

尾張東部
衛生組合

未定 240t/日 R16.3 施設の老朽化

有
（尾張東部衛生組合

晴丘センター
　ごみ焼却施設）

R16.4～R18.3 想定される浸水深：0m －

晴丘センター
ごみ焼却施設
解体事業と一
体として尾張

東部衛生組合
ごみ焼却施設
を整備

リサイクルセンター

尾張東部衛生組合
新不燃ごみ・粗大ごみ

処理施設(予定)

尾張東部
衛生組合

未定 21t/日 R16.3 施設の老朽化 無 － 想定される浸水深：0m －

-
 
1
6
 
- 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式
処理能力
(単位)

竣工年月
廃止又は休止
(予定)年月

解体(予定)年月

ごみ焼却施設
尾張東部衛生組合

晴丘センター
全連続燃焼式焼却炉

（ストーカ式）
300ｔ/日 H4.3

R16.3
廃止予定

R16.4
解体予定

粗大ごみ処理施設
尾張東部衛生組合

晴丘センター
選別、破砕・圧縮 50ｔ/日 H2.3

R16.3
廃止予定

R16.4
解体予定

最終処分場
尾張東部衛生組合

一般廃棄物最終処分場
（北丘最終処分場）

その他埋立構造 200,000㎥ H14.3 ― ―

尾張東部
衛生組合

想定される浸水深：0m

備考想定される浸水深と対策

想定される浸水深：0m

想定される浸水深：0m
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-
 
1
7
 
- 

 

様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

破砕・選別施設整備 1
尾張東部
衛生組合

21 ｔ/日
次期計画で実施
R12～R15

2
尾張東部
衛生組合

240 ｔ/日
次期計画で実施
R12～R17

339,023 31,000 0 56,860 141,163 77,000 33 ,000 339,023 31 ,000 0 56 ,860 141 ,163 77 ,000 33 ,000

1,2
尾張東部
衛生組合

R6 R7 16,000 16,000 16 ,000 16 ,000

1,2
尾張東部
衛生組合

R8 R8 18,000 18,000 18 ,000 18 ,000

1,2
尾張東部
衛生組合

R8 R8 14,000 14,000 14 ,000 14 ,000

1,2
尾張東部
衛生組合

R8 Ｒ9 15,400 8,360 7 ,040 15 ,400 8 ,360 7 ,040

1,2
尾張東部
衛生組合

R6 R11 222,823 15,000 16,500 125,323 55,000 11 ,000 222,823 15 ,000 16 ,500 125 ,323 55 ,000 11 ,000

1,2
尾張東部
衛生組合

R9 Ｒ9 8,800 8 ,800 8 ,800 8 ,800

1,2
尾張東部
衛生組合

R10 R11 44,000 22,000 22 ,000 44 ,000 22 ,000 22 ,000

339,023 31,000 0 56,860 141,163 77,000 33 ,000 339,023 31 ,000 0 56 ,860 141 ,163 77 ,000 33 ,000

○施設整備に関する計画支援事業

合     　　計

工事発注支援

基本計画

基本設計

環境影響調査

PFI等導入可能性調査

測量・地質調査

土壌汚染調査

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名 愛知県   
 

(1) 事業主体名    尾張東部衛生組合 

(2) 施設名称 (仮称)尾張東部衛生組合新不燃ごみ・粗大ごみ処理施設 

(3) 工期   （全体：令和 12 年度 ～ 令和 15 年度） 

(4) 施設規模  処理能力  21ｔ／日 

(5) 処理方式  本計画期間に検討 

(6) 地域計画内の役割 
尾張東部地域から発生する粗大ごみや不燃ごみを適正に処理する。 

資源回収率の向上に努め、循環型社会形成に寄与する。 

(7) 廃焼却施設解体工事 
 の有無 

  有   無 

 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 本計画期間に検討 

 
 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク  
 ル推進施設の内訳  

 

                                                                                             
 「灰溶融施設」を整備する場合                                                              
     

(10) スラグの利用計画 本計画期間に検討 

                                                                                              
 

(11)総事業計画額   本計画期間に検討 
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
 

都道府県名 愛知県   
 

(1) 事業主体名 尾張東部衛生組合 

(2) 施設名称 (仮称)尾張東部衛生組合新可燃ごみ処理施設 

(3) 工期 （全体：令和 12 年度 ～ 令和 17年度） 

(4）施設規模 処理能力 240ｔ/日 

(5) 形式及び処理方式 本計画期間に検討 

(6) 余熱利用の計画 

 
１．発電の有無   有（発電効率  未定） ・ 無 
 
２．熱回収の有無  有（熱利用率  未定） ・ 無 
 

(7) 地域計画内の役割  

尾張東部地域から発生する可燃ごみ並びに不燃ごみ及び粗大ごみ

の可燃性破砕残渣を適正に処理する。エネルギーの有効利用を促進

し、循環型社会形成に寄与する。 

(8) 廃焼却施設解体工事の 

    有無  

有   無 

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス熱利用率 本計画期間に検討 

(11) バイオガスの利用計画 本計画期間に検討 

 

(12) 総事業計画額 本計画期間に検討 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 
 

都道府県名 愛知県    
 

(1) 事業主体名 尾張東部衛生組合 

(2) 事業目的 
マテリアルリサイクル推進施設（事業番号１）及びエネルギー回収型廃棄

物処理施設（事業番号２）整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

基本計画 測量・地質調査 土壌汚染調査 基本設計 

(4）事業期間 令和６～７年度 令和８年度 令和８年度 令和８～９年度 

 

(5) 事業概要 

 

施設条件の設定

及び配置計画を

作成する。 

測量・地質調査を

行う。 

土壌汚染調査を

行う。 

設備条件の設定

及び見積仕様書

を作成する。 

 

(6）総事業計画額  

16,000 千円 

うち、 

交付対象事業費 

16,000 千円 

18,000 千円 

うち、 

交付対象事業費 

18,000 千円 

14,000 千円 

うち、 

交付対象事業費 

14,000 千円 

15,400 千円 

うち、 

交付対象事業費 

15,400 千円 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 
 

都道府県名 愛知県    
 

(1) 事業主体名 尾張東部衛生組合 

(2) 事業目的 
マテリアルリサイクル推進施設（事業番号１）及びエネルギー回収型廃棄

物処理施設（事業番号２）整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

環境影響調査 PFI 導入可能性調査 工事発注支援 

(4）事業期間 令和６～11年度 令和９年度 令和 10～11年度 

 

(5) 事業概要 

 

環境影響調査を行う。 
PFI 等導入可能性調査

を行う。 
工事発注支援を行う。 

 

(6）総事業計画額  

222,823 千円 

うち、交付対象事業費 

222,823 千円 

8,800 千円 

うち、交付対象事業費 

8,800 千円 

44,000 千円 

うち、交付対象事業費 

44,000 千円 
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（添付資料１）対象地域図 

 

 
 

図 1-1 施設の位置図 

  

尾張東部衛生組合 

晴丘センター 

尾張東部衛生組合 

一般廃棄物最終処分場 

北丘最終処分場 

尾張東部衛生組合 

ごみ処理施設建設予定地 
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（添付資料２）トレンドグラフ 

 

 
図 2-1 人口及び事業所数 

 

 
図 2-2 事業系・生活系総排出量 
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図 2-3 １事業所当たり・１人当たりの排出量 

 

 
図 2-4 総資源化量及び最終処分量 
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図 2-5 エネルギー回収量 
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（添付資料３）地域のハザードマップ 

○尾張東部衛生組合 晴丘センター、ごみ焼却施設建設予定地周辺 ハザードマップ 

 
資料：「尾張旭市防災ガイドブック」（令和３年４月発行） 

 

 
資料：「尾張旭市防災ガイドブック」（令和３年４月発行） 
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○尾張東部衛生組合 一般廃棄物最終処分場（北丘最終処分場）周辺 ハザードマップ 

 
資料：瀬戸市土砂災害ハザードマップ（令和４年 12 月時点） 
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（添付資料４）国土強靭化地域計画
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